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Ⅵ-1 説明書 

Ⅵ-1-1 各発電用原子炉施設に共通の説明書 

Ⅵ-1-1-5 設備別記載事項の設定根拠に関する説明書 

Ⅵ-1-1-5-8 設備別記載事項の設定根拠に関する説明書（その他発電用原子炉の附属施設） 

Ⅵ-1-1-5-8-1 設備別記載事項の設定根拠に関する説明書（その他発電用原子炉の附属施設

（非常用電源設備）） 

Ⅵ-6 図面 

9. その他発電用原子炉の附属施設

9.1 非常用電源設備 

9.1.1 非常用発電装置 

9.1.1.5 可搬式窒素供給装置用発電設備 

・第9-1-1-5-1-1図 非常用発電装置に係る機器の配置を明示した図面（可搬式窒素供給装

置用発電設備）

・第9-1-1-5-2-1図 非常用発電装置系統図（可搬式窒素供給装置用発電設備）（燃料系統

図）（重大事故等対処設備）

・第9-1-1-5-3-1図 可搬式窒素供給装置用発電設備構造図

・第9-1-1-5-3-2図 可搬式窒素供給装置用発電設備付燃料タンク構造図

・第9-1-1-5-3-3図 可搬式窒素供給装置用発電設備用発電機構造図

・第9-1-1-5-3-4図 可搬式窒素供給装置用発電設備用保護継電装置構造図
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2.1.5 可搬式窒素供給装置用発電設備 

 

名 称 可搬式窒素供給装置用発電設備用ディーゼル機関 

機 関 個 数 ― 1 

過 給 機 個 数 ― 1 

【設 定 根 拠】 

（概 要） 

重大事故等時にその他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備の非常用発電装置（可

搬式窒素供給装置用発電設備）として使用する可搬式窒素供給装置用発電設備用ディーゼル機

関は，以下の機能を有する。 

 

可搬式窒素供給装置用発電設備用ディーゼル機関は，設計基準事故対処設備が有する最終ヒ

ートシンクへ熱を輸送する機能が喪失した場合において炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器

の破損を防止するため並びに炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器の過圧

による破損，原子炉格納容器内における水素爆発による破損及び水素爆発による原子炉建物等

の破損を防止するために必要な可搬式窒素供給装置の駆動用電力を確保する可搬式窒素供給装

置用発電設備用発電機を駆動するために設置する。 

可搬式窒素供給装置用発電設備用ディーゼル機関は，可搬式窒素供給装置へ接続することで

必要な設備に電力を供給する可搬式窒素供給装置用発電設備用発電機を駆動できる設計とす

る。 

 

1. 個数の設定根拠 

  1.1 機関個数 

可搬式窒素供給装置用発電設備用ディーゼル機関は，可搬式窒素供給装置用発電設備付の

ディーゼル機関であるため，重大事故等対処設備として可搬式窒素供給装置用発電設備用発

電機を駆動するために必要な個数である可搬式窒素供給装置用発電設備用発電機 1 個当たり

1 個設置する。 

 

1.2 過給機個数 

可搬式窒素供給装置用発電設備用ディーゼル機関の過給機は，可搬式窒素供給装置用発電

設備用のディーゼル機関付の過給機であるため，重大事故等対処設備として可搬式窒素供給

装置用発電設備用発電機を駆動するために必要な個数である可搬式窒素供給装置用発電設備

用ディーゼル機関 1 個当たり 1 個設置する。 
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名 称 可搬式窒素供給装置用発電設備用機関付冷却水ポンプ 

容 量 m3/h 以上（ ） 

個 数 ― 1 

【設 定 根 拠】 

（概 要） 

重大事故等時にその他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備の非常用発電装置（可

搬式窒素供給装置用発電設備）として使用する可搬式窒素供給装置用発電設備用機関付冷却水

ポンプは，以下の機能を有する。 

可搬式窒素供給装置用発電設備用機関付冷却水ポンプは，設計基準事故対処設備が有する最

終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が喪失した場合において炉心の著しい損傷及び原子炉格納

容器の破損を防止するため並びに炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器の

過圧による破損，原子炉格納容器内における水素爆発による破損及び水素爆発による原子炉建

物等の破損を防止するために必要な可搬式窒素供給装置の駆動用電力を確保する可搬式窒素供

給装置用発電設備用ディーゼル機関を冷却するために設置する。 

可搬式窒素供給装置用発電設備用機関付冷却水ポンプは，可搬式窒素供給装置へ接続するこ

とで必要な設備に電力を供給する可搬式窒素供給装置用発電設備用ディーゼル機関を冷却でき

る設計とする。 

1. 容量の設定根拠

可搬式窒素供給装置用発電設備用機関付冷却水ポンプを重大事故等時に使用する場合の容量

は，可搬式窒素供給装置用発電設備用ディーゼル機関のメーカによる開発段階で， m3/h の

冷却水容量であれば，ディーゼル機関高温部の冷却に関して，性能上問題ないことを確認して

いる。 

以上より，可搬式窒素供給装置用発電設備用機関付冷却水ポンプの容量は， m3/h 以上と

する。 

公称値については，要求される容量と同じ m3/h とする。 

2. 個数の設定根拠

可搬式窒素供給装置用発電設備用機関付冷却水ポンプは，可搬式窒素供給装置用発電設備用

のディーゼル機関付の冷却水ポンプであるため，重大事故等対処設備として可搬式窒素供給装

置用発電設備用ディーゼル機関を冷却するために必要な個数である可搬式窒素供給装置用発電

設備用ディーゼル機関 1個当たり 1個設置する。 
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名 称 可搬式窒素供給装置用発電設備付燃料タンク 

容 量 ℓ/個 

 

355 以上 (380) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 

Pa 

 

静水頭 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 ― 1 

【設 定 根 拠】 

（概 要） 

重大事故等時にその他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備の非常用発電装置（可

搬式窒素供給装置用発電設備）として使用する可搬式窒素供給装置用発電設備付燃料タンク

は，以下の機能を有する。 

 

可搬式窒素供給装置用発電設備付燃料タンクは，設計基準事故対処設備が有する最終ヒート

シンクへ熱を輸送する機能が喪失した場合において炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破

損を防止するため並びに炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器の過圧によ

る破損，原子炉格納容器内における水素爆発による破損及び水素爆発による原子炉建物等の破

損を防止するために必要な可搬式窒素供給装置の駆動用電力を確保する可搬式窒素供給装置用

発電設備の燃料を貯蔵するために設置する。 

可搬式窒素供給装置用発電設備付燃料タンクは，可搬式窒素供給装置へ接続することで必要

な電力を供給する可搬式窒素供給装置用発電設備の燃料を貯蔵できる設計とする。 

 

1. 容量の設定根拠 

可搬式窒素供給装置用発電設備付燃料タンクを重大事故等時に使用する場合の容量は，可搬

式窒素供給装置駆動時の可搬式窒素供給装置用発電設備の燃料消費量を基に設定する。 

タンクローリからの燃料補給時間は，可搬式窒素供給装置の運転開始から約 3 時間であるこ

とから，この間の可搬式窒素供給装置用発電設備の燃料消費量は以下のとおり140.7ℓである。 

 

Ｖ ＝ ｃ・Ｈ = 46.9×3 ＝ 140.7 

 

Ｖ：燃料消費量(ℓ) 

Ｈ：運転時間(h) 

ｃ：燃料消費率(ℓ/h) 

 

よって，可搬式窒素供給装置用発電設備付燃料タンクの容量は，燃料補給までの燃料消費量

である 140.7ℓを上回る 355ℓとする。 

 

公称値については，要求される容量 355ℓを上回る 380ℓとする。 
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【設 定 根 拠】（続き） 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

可搬式窒素供給装置用発電設備付燃料タンクを重大事故等時に使用する場合の圧力は，可搬

式窒素供給装置用発電設備付燃料タンクが大気開放であることから，静水頭とする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

可搬式窒素供給装置用発電設備付燃料タンクを重大事故等時に使用する場合の温度は，屋外

で使用する可搬型設備であることから，外気の温度＊を上回る 40℃とする。 

 

注記＊：外気の温度は，松江市の過去最高気温（38.5℃）に余裕を持った値とする。 

 

4. 個数の設定根拠 

可搬式窒素供給装置用発電設備付燃料タンクは，可搬式窒素供給装置用発電設備付の燃料タ

ンクであるため，重大事故等対処設備として可搬式窒素供給装置用発電設備の燃料を貯蔵する

ために必要な個数である可搬式窒素供給装置用発電設備 1 個当たり 1 個設置する。 
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名 称 可搬式窒素供給装置用発電設備用発電機 

容 量 kVA/個 220 

個 数 ― 1(予備 1)  

【設 定 根 拠】 

（概 要） 

重大事故等時にその他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備の非常用発電装置（可

搬式窒素供給装置用発電設備）として使用する可搬式窒素供給装置用発電設備用発電機は，以

下の機能を有する。 

 

可搬式窒素供給装置用発電設備用発電機は，設計基準事故対処設備が有する最終ヒートシン

クへ熱を輸送する機能が喪失した場合において炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を

防止するため並びに炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器の過圧による破

損，原子炉格納容器内における水素爆発による破損及び水素爆発による原子炉建物等の破損を

防止するために必要な電力を確保するために設置する。 

可搬式窒素供給装置用発電設備用発電機は，可搬式窒素供給装置へ接続することで必要な設

備に電力を供給できる設計とする。 

 

1. 容量の設定根拠 

可搬式窒素供給装置用発電設備用発電機を重大事故等時に使用する場合の容量に関しては，

Ⅵ-1-9-1-1「非常用発電装置の出力の決定に関する説明書」にて説明する。 

 

2. 個数の設定根拠 

可搬式窒素供給装置用発電設備用発電機は，重大事故等対処設備として炉心の著しい損傷等

を防止するために必要な電力を確保するために必要な個数である 1 個に，故障時及び保守点検

による待機除外時のバックアップ用として予備 1 個を分散して保管する。 
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名 称 可搬式窒素供給装置用発電設備用励磁装置 

容 量 kVA/個 6.8 

個 数 ― 1 

【設 定 根 拠】 

（概 要） 

重大事故等時にその他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備の非常用発電装置（可

搬式窒素供給装置用発電設備）として使用する可搬式窒素供給装置用発電設備用励磁装置は，

以下の機能を有する。 

 

可搬式窒素供給装置用発電設備用励磁装置は，設計基準事故対処設備が有する最終ヒートシ

ンクへ熱を輸送する機能が喪失した場合において炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損

を防止するため並びに炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器の過圧による

破損，原子炉格納容器内における水素爆発による破損及び水素爆発による原子炉建物等の破損

を防止するために必要な電力を確保する可搬式窒素供給装置用発電設備用発電機を励磁するた

めに設置する。 

可搬式窒素供給装置用発電設備用励磁装置は，可搬式窒素供給装置に接続することで必要な

設備に電力を供給する可搬式窒素供給装置用発電設備用発電機を励磁できる設計とする。 

 

1. 容量の設定根拠 

可搬式窒素供給装置用発電設備用励磁装置を重大事故等時に使用する場合の容量は，可搬式

窒素供給装置用発電設備用発電機のメーカによる開発段階で，6.8 kVA の容量であれば，発電

機の励磁に関して，性能上問題ないことを確認している。 

以上より，可搬式窒素供給装置用発電設備用励磁装置の容量は 6.8 kVA とする。 

 

2. 個数の設定根拠 

可搬式窒素供給装置用発電設備用励磁装置は，可搬式窒素供給装置用発電設備用の励磁装置

であるため，重大事故等対処設備として発電機を励磁するために必要な個数である可搬式窒素

供給装置用発電設備用発電機 1 個につき 1 個設置する。 



名
称

3309

工事計画認可申請 第9-1-1-5-1-1図

島根原子力発電所　第２号機

非常用発電装置に係る機器の配置を明示した
図面（可搬式窒素供給装置用発電設備）

中　国　電　力　株　式　会　社

保管場所一覧
① 第１保管エリア　屋外 EL約 50000mm
② 第２保管エリア　屋外 EL約 44000mm
③ 第３保管エリア　屋外 EL約 13000mm～33000mm
④ 第４保管エリア　屋外 EL約 8500mm

保管場所条件（タンクローリ）
予備を含めた2個を③に1個及び④に１個保管する。

保管場所条件（可搬式窒素供給装置用発電設備）
可搬式窒素供給装置と同一箇所に保管する。
（原子炉建物から100ｍ以上の離隔を有する保管場所に分散し，

①に1台，④に１台の合計２台を保管する。）

注記＊1：タンクローリ送油用20mホースについては，タンクローリと同一箇所に取付
　　　＊2：下記設備は，可搬式窒素供給装置用発電設備の附属設備である。

　可搬式窒素供給装置用発電設備用ディーゼル機関，可搬式窒素供給装置
　　　用発電設備用調速装置，可搬式窒素供給装置用発電設備用非常調速
　　　装置，可搬式窒素供給装置用発電設備用機関付冷却水ポンプ，可搬式窒
　　　素供給装置用発電設備付燃料タンク ，可搬式窒素供給装置用発電設備
　　　用発電機，可搬式窒素供給装置用発電設備用励磁装置，可搬式窒素供
　　　給装置用発電設備用保護継電装置

②

①

③

原子炉建物

タービン建物

B－ディーゼル燃料貯蔵タンク

（屋外 EL 15000mm ）

A－ディーゼル燃料貯蔵タンク

ディーゼル燃料貯蔵タンク

（屋外 EL 8500mm ）

ガスタービン発電機用軽油タンク

（屋外 EL 44000mm ）

名　　　称 タンクローリ給油用20m，7mホース

保管場所 予備を含めた7本を①に2本及び④に5本保管する。

取付箇所

屋外 EL約 8500mm A-ディーゼル燃料貯蔵タンク近傍，
屋外 EL約 15000mm B-ディーゼル燃料貯蔵タンク近傍，
屋外 EL約 8500mm ディーゼル燃料貯蔵タンク近傍
又は屋外 EL約 44000mm ガスタービン発電機用軽油タンク近傍
～　 タンクローリ

名　　　称 タンクローリ*1

保管場所 保管場所一覧及び保管場所条件参照

取付箇所

屋外 EL約 8500mm A-ディーゼル燃料貯蔵タンク近傍
屋外 EL約 15000mm B-ディーゼル燃料貯蔵タンク近傍
屋外 EL約 8500mm ディーゼル燃料貯蔵タンク近傍
屋外 EL約 44000mm ガスタービン発電機用軽油タンク近傍

：保管場所

：取付箇所

名　　　称 可搬式窒素供給装置用発電設備*2

保管場所 保管場所一覧及び保管場所条件参照

取付箇所
可搬式窒素供給装置
（屋外 EL 約 15000mm 原子炉建物南側又は西側
　屋外 EL約 8500mm タービン建物近傍）

④



名
称

2X24

工事計画認可申請

島根原子力発電所　第２号機

中　国　電　力　株　式　会　社

非常用発電装置系統図（可搬式窒素
供給装置用発電設備）（燃料系統図）

（重大事故等対処設備）

第9-1-1-5-2-1図

：非常用発電装置（可搬式窒素供給装置用発電設備）

（当該設備の申請範囲）

：非常用発電装置（高圧発電機車）（兼用範囲）

：補機駆動用燃料設備（燃料設備）（兼用範囲）

：非常用発電装置（緊急時対策所用発電機）（予備）（兼用範囲）

大量送水車

大型送水ポンプ車タンクローリ

可搬式窒素供給装置用発電設備

タンクローリ給油用 20m，7mホース

タンクローリ送油用 20mホース

燃料給油対象設備

緊急時対策所用発電機タンクローリ

高圧発電機車

タンクローリ送油用 20mホース

緊急時対策所用
燃料地下タンク

タンクローリ給油用 7mホース タンクローリ

ディーゼル燃料貯蔵タンク

タンクローリ

A-ディーゼル燃料貯蔵タンク

タンクローリ給油用 20m，7mホース

B-ディーゼル燃料貯蔵タンク

タンクローリ

防

油

堰

ガスタービン

発電機用

軽油タンク

タンクローリ

タンクローリ給油用 20m，7mホース



名
称

2X20

工事計画認可申請

島根原子力発電所　第２号機

中　国　電　力　株　式　会　社

可搬式窒素供給装置用
発電設備構造図

第9-1-1-5-3-1図

可搬式窒素供給装置用発電設備詳細図

可搬式窒素供給装置用発電設備

可搬式窒素供給装置用発電設備用ディーゼル機関

過給機

可搬式窒素供給装置用発電設備用調速装置

可搬式窒素供給装置用発電設備用非常調速装置

可搬式窒素供給装置用発電設備用発電機

可搬式窒素供給装置用発電設備用励磁装置

可搬式窒素供給装置用発電設備用保護継電装置

（車両全長）

（
車
両
高
さ
）

（車両全幅）

注1：寸法はmmを示す。

注2：特記なき寸法は公称値を示す。

可搬式窒素供給装置用発電設備用機関付冷却水ポンプ

可搬式窒素供給装置用発電設備付燃料タンク



名
称

2X11

工事計画認可申請

島根原子力発電所　第２号機

中　国　電　力　株　式　会　社

可搬式窒素供給装置用発電設備付燃料タンク構造図

第9-1-1-5-3-2図

注1：寸法はmmを示す。

注2：特記なき寸法は公称値を示す。

（たて） （横）

（
高
さ
）



1 

S2
 補
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0
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第 9-1-1-5-3-2 図 可搬式窒素供給装置用発電設備付燃料タンク構造図 別紙 

工事計画記載の公称値の許容範囲 

［可搬式窒素供給装置用発電設備付燃料タンク］ 

主要寸法 

（mm） 
許容範囲 根 拠 

たて mm 製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

横 mm 同上 

高さ mm 同上 

注：主要寸法は，工事計画記載の公称値 



名
称

2X11

工事計画認可申請

島根原子力発電所　第２号機

中　国　電　力　株　式　会　社

可搬式窒素供給装置用
発電設備用発電機構造図

第9-1-1-5-3-3図

注1：寸法はmmを示す。

注2：特記なき寸法は公称値を示す。

（たて） （横）

（
高
さ
）



1 

S2
 補

 9
-1
-1
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-3
-3
 R
0
E 

第 9-1-1-5-3-3 図 可搬式窒素供給装置用発電設備用発電機構造図 別紙 

工事計画記載の公称値の許容範囲 

［可搬式窒素供給装置用発電設備用発電機］ 

主要寸法 

（mm） 
許容範囲 根 拠 

たて mm 製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

横 mm 同上 

高さ mm 同上 

注：主要寸法は，工事計画記載の公称値 



名
称

2X11

工事計画認可申請

島根原子力発電所　第２号機

中　国　電　力　株　式　会　社

可搬式窒素供給装置用発電設備用
保護継電装置構造図

第9-1-1-5-3-4図

過電流継電器

漏電継電器

A

A

A～A矢視図




